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1序説
本研究は，以前に行った BGB制定過程における法定相続分および遺留分
についての検討1)の続きである。以前の検討においては，ヨ)BGB制定過程
において，法定相続と遺書相続との擾劣関係が草実におけるほど明確に規定
されなかったこと，争配偶者椋続権の根拠としては，生存配偶者の扶養と
いう側面があるという点ではほぼ異論をみなかったがその具体化の方法にお
いて争いがあったこと，遺留分においても，法定相続分におけるのと掲
じような開題が指揺されており，法定棺続分と遺留分をどのように考えるの
かについては，両者喜子区別することなく議論がなされたこと，などをナ明らか
にし得たように盟、われる。以上の検討をふまえて，その後の時代の議論を検
討する必要があることは，すでに指捕しておいたところであり，今回はその
点の検討を進めることになる。
本稿には， BGB制定後に大がかりな相続法の改正が目指されたナチス賠
における議論を検討することによって， BGB制定後のドイツ相続法の 1つ
の側面を検討するという目的がある c それと同時に，ナチス期民法学におけ
る相続法改正論議の評価合検討するという目的もある。ナチス期の杷続法改
正論議は， 1938年の遺書法の制定などの成果を上げたものの，本研究が対
象としている法定相続分や遺留分についての規定に関しては結局のところ
際の改正には結びっくことなく却に終わったと評することができょう。しか
しながら，そこで作成された 5閣の報告書 (Denkschri却は，現在において
もドイツの相続法の教科書や注釈書において参照されわ，後の相続法の議論
に与えた影響は無視できないものと忠われる。しかしながら， この時期の相
続法改正論議については，資料が眼られていたこともあり(現復も資料が竣衡
というわけにはいかないが)，あまり検討がされているとはいいがたしゅ。近時
この時期の改正論議に関する史料L 現存しているものはほぼすべて公刊さ
れたと思われるので，それらを検討する本研究はこの点、を補うことに少しで
も役立つことができれば， と考えている。
さて，本研究における課題は以下のような点である。なにより重要なの
は，以前の研究に引き続いて，法定相続分と遺留分についてどのような理解
がなされ，それに応じてどのような改正が目指されていたのかについて検討
をする点である。さらに今闘の検討において前回の検討とは異なった点の検
も不可欠であるように思われる。というのも今自の検討において常に念頭
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においておくべきなのは，今田の検討をする時代が特殊な時代であるという
点である。ナチス期という，現在でもその理解について決して統一がはから
れているとはいえない時代の議論を検話するときには，その時代による締約
という点ぞ忘れるわけにはいかない。ところが， この時代の議論が現在も参
照されているところから明らかなように，単にこの時代の議論をナチス期の
特殊な議論とかたづけて済ますわけにはいかない。そうなれば，この時期の
相続法改正議論とはいったいどのような性格そ持つものであったのかという
点についての検討をケすることが必要で、あるということになろう。すなわち，
前閣の検討に引き続き議論の内容を?検討することと，議論の性格を検討する
こととの 2つが今留の検詰課題となるわけである。
この，後者の問題に関しては，すでに以前から検討がなされているといっ
てよい。ただ，以前の検討においては，民法典の改正論議を中心に，その意
義や性格を検諒するものがほとんどであって4)，その際民法上の個々の問題
に焦点を絞った検訴は，その必要性が指擁されてはいたが，ほとんど行われ
ていないように思われる九本稿においては，この点を相続法改正論議のな
かで検討することによって従来欠けていた検討を少しでも行うことができれ
ばと考えている。
最後に，本稿の検討対象を眼定しておこう。本稿はナチス期における相続
法改正の議論を検討していくことにするが，その範閣は， ドイツ法学アカデ
ミー内に設聾された相続法委員会の議論をそれも第2報告審公刊時点までに
浪定する。これは，後に紹介するが，この時期の栴続法委員会についてのま
とまった史料が公刊されている点にその顕留があるが，内容的にも，ナチス
期相続法改正論議の後半戦ともいうべきドイツ司法省内の作業とのかかわり
は関鰭独立にあっかうほうが妥当であろうとの判断による6凡さらには，従
来のナチス期民法学の検討は主として民族法典Volksgesetzbuch起草の問題
に収散する形でなされてきたように思われるが，本稿で取り扱う問題は，そ
れとは無関係ではないもののまったく部簡に考えるべき問題であり，民族法
典とのかかわりを避けて通ることのできないその後の展開とは，独立させて
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検討したほうが好ましいという判断にも基づいている。
2 ドイツ法アカデミー
検討に入る前に，ここでドイツ法アカデミ-Die Akademie fur Deutsches 
Rechtについて簡単に紹介しておこう。
(1) ドイツ法アカデミーの成立
ナチスが政権を取ったのは 1933年5月であるが，その年の 6月26呂にパ
イエノレンの司法省において， ドイツ法アカデミーが設立された。このドイツ
法アカデミーは，ひとえに当時ラントの私法統一および法規範の革新のため
の帝国司法委員 Reichskommissarsfur die Gleichshaltung der Justiz in den 
Landern und die Erneuerung der Rechtzordnung，ナチス法律家悶盟指導者
Fuhrers des BNSDJおよびナチス党法務局帝盟指導者 Reichsleitersder 
Rechtsabteilung der NSDAPの3つの蔚書きを持っていたハンス・ブランク
簿士Dr.Hans Frankのために設立されたといっても過言でないほど，彼の
イニシアチブによって設立されたものである。
彼は， r古参の罰争者AltenKampfenJ として7)，ナチスの政権奪哉とと
もに司法大患に就任することを望んでいた。そのため，何度もヒトラーにそ
の件を持ち出していたのであるが， ヒトラーは彼そそのまi品位に就けることは
なかった。この背景には， ヒトラーの強烈な法律家嫌いが理由であると説明
されている。ヒトラーは，ブランクを偽の者と間様に単なる法律家としてし
かみていなかったというのである8)。その結果，彼はバイエノレン司法省でナ
チス党の法律家としての任務しか与えられなかった。すなわち，帝菌可法委
員Reichsjustizkommissartという役職である。彼はそのような立場では，政
治的な将来はないと考えたようであり，さらには今までの党での活動の成果
そ確かなものにするためにも，必要とあればヒトラーを超えた，新たな権力
基盤を部設することが必要であると考えた。そのために考え出されたのが
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fドイツ法アカデミ -Jである。
そこでは， ドイツやの大学から教授を招いて，大学の垣根を越えた「学問
的アカデミーj としての機能を果たすことが考えられていため。そのため，
ドイツ法アカデミーには，政治家や官吏あるいは工業界の人物もメンバーと
して加わっていたものの，実質的には教授の団体として構成されていたと理
解してよいように思われる。
(2) ドイツ法アカデミーの任務
さて， このようなドイツ法アカデミーには何か任務が必要である。まずは
じめに考えられるのは，そのアカデミーという性格上当然のことといえよう
が， I研究守することjがその任務となるであろう。そのため，雑誌『ドイ
ツ法アカデミー雑誌Zeitschriftder Akademie fur Deutsches RechtJや『ド
イツ法学 DeutscheRechtswissenschaftJが創刊され， ドイツ法アカデミーの
名で，一連の議書 (80官官を超える)が出版された。
ハンス・ブランクはこの研究という任務以外にも仕事を見いだした。それ
は法政策を策定するという仕事である。そのために，彼はアカデミー内に数
多くの委員会を組織し，そこで多くの問題について審議させたのである。そ
の中の 1つに，本稿で検討する向島続法委員会Jがある。
さて，そのような仕事は，当然のごとく既存の帝国司法省の仕事と重なっ
てくることにならざるを得ない。もともと司法大臣になりたがっていたハン
ス・ブランクはそれを念頭においてこのイ士事をやらせたと理解すべきであろ
う。しかしながら，これまた当然のことながら，帝国司法省の舗もその点に
ついては警戒をし，対応をした10)。ここで確認しておきたいことは， ドイ
ツ法アカデミーは，立法について意見を述べる権限は有しているが，新しい
法を制定したり，改正したりする権限はまったく有していないという点であ
る。つまりは，法律案や改正築を作成する権限は帝爵可法省にあり， ドイツ
法アカデミーにはないということである 11)0 この点がはっきりしていたた
め，子奇麗司法省もあえてドイツ法アカデミーの存在そのものには皮対しな
コ
かったということができょう。
j主
1) 拙稿 fドイツ民法典(BGB) における法定相続分および遺留分規定の成立過程
(l) ~(4・完 )J 南山法学 30 巻 l 号 l 頁， 2号 l頁， 3・4合fjf号 211"， 31巻 1・2合
併号 401 頁 (2006 年~2007 年)。
2) 例えば， Lange/Kuchinke， Erbrecht. 5. Aufl.， 2001， S.31.， Kipp/ Coing， Erbrecht， 
14. Aufl.， 1990， S.15など。
3) 五十嵐渋「遺留分制度の比較法的研究(三完)J法協 69 巻 3~手 267 1"1 (1951年)
以下の検討が最も詳紛な研究であろう。
4) 古くは，主主妻栄 fナチスの私法原理とその立法J(1934 :$)， iナチスの民法理論j
(1933年)，現在{まいずれも我姿子民法研究Ij(有斐閣， 1970年)213]三 241頁，
否姿光俊 Fナチス民法学の精神.!(岩波三霊感， 1942年)の検討があり，近時は五十
嵐・前掲注 3)論文・広渡清吾 fナチスと利益法学(一)(二・完)J論議91巻 3号 1
3ま(1971年)，悶「キュッツベ/レク(Kitzeberg)会主義における務き法律家たちj論
議92巻4・5・6号 278頁(1973年)， I渇「二人のハンワッヒー?ナチス私法学3研
究ノートj社会科学研究 33巻 5号 67]室 (1981年)，陪 5法律からの自由と逃避j
(日本評論社， 1986年)の検討がある。
5) 相続法に隠していえば， li十嵐・前掲論文がそれぞ行っているといえるが，使fl
できる史料が限られたという制約があったことは否定できないであろう。
る) この点の検討は別稿で行うことをどう予定している。
7) 彼は 1920王手初めからヒトラーに滋了され， ヒトラーがナチス等lこ入党して以来完
全にその践になっていた。 Vgl.Hans Hattenhauer， Die Akademie氏irDeutsches Recht 
(1933-1944)， JuS 1986，680. 
6 
8) Hattenahuer， a.a. 0 さらには ders，Das災ふVolksgesetzbuch，in FS Rudolf Gmur， 
1983， S.261. 
9) ただしハツテンハクアー教授によれば，ミュンへン大学は，アカデミーがあまりに
も政治的であることを理由にそれに対して門を部ざしたといわれる (Vgl.Hatten-
hauer， a.a. O. S.681.)。ところが，広波数授によればアカデミーの正会員 (200名)
の4分の 1JLIくがミュンへン大学の教授であるそうであり(広波・前掲注4)i二人
のハンリツヒ-rナチス私法学2研究ノートJ95 ][)，さらには，このあとの検討
において詳縦に検討されるハインリツヒ・ランゲ HeinrichLange教授は，このアカ
デミー内で翠望号な役割合演ずることになる学者の 1人であるが， 1ヲ39王手 10月にミュ
ンヘン大学法学部に転じている。この点をどう緩解するかが難しい問題であるよう
に思われるが，さしあたりここではハッテンハクアー教授の見解に疑問主主呈するだ
けに留めておくことにする合
ナチス期における法定栂続分および遺留分の改正論議(1) 
10) 具体的にどのような対応であったのかについては，本穏でも検討をするが，ゑと
して別稿において綴続法の立法作業を返っていく過程でt話機していきたいと思う。
ただ， ここであらかじめ述べておきたいことは，このドイツ法アカデミーと帝悶E立
法省との対立は，帝国湾法省の勝利つまり iまドイツ法アカデミーの敗北に終わった
とする理解がー絞的であるが(例えば， Hattenhauer， a.a. O. S.684.，広渡済委?法
徐からの自白と:il!i;滋(臼本評論宇土， 1986年)392 Jliもそのことを示唆している)， 
話はそう単純ではないように怒われる， という点である。この点については，その
根拠も含めて別稿において詳述したい。
11) Hattenhauer， Das NS-Volksgesetzbuch， inFS RudolfGm註r，1983， S.264. 
第2章 ドイツ法アカデミー相続法委員会での審議
1序説
(1 ) ドイツ法アカデミー椙続法委員会
ドイツ法アカデミーの相続法委員会は，当時プレスラワ大学の教授であっ
たハインリッヒ・ランゲ1)そ委員長にして， 1935年 5丹3自に審議が開始さ
れた。審議は， 1938年まで続けられ，最終的には 5つの報告書にまとめら
れた2)。本稿が開題としている法定相続分や遺皆分に関しでは， 1938年にラ
ンゲ教授の名義で， r法定相続の規律， ドイツ法学アカデミー相続法委員会
第 2報告書J3) (本総では以下 f第2報告議j と呼ぶ。)として公表された。本稿で
は，この第2報告書がまとめられるまでの過程を，問題ごとに検討していく
ことにしTこい。
なお，ここで‘断っておかなければならないが，残念なことにこの椙続法委
員会の審議については，記録が完全に残されているわけではなし一部につ
いては完全な議事録が残されているが，他の一部についてはその概要を記録
した報告書が残されているにすぎなかったり，場合によっては伺の記録も残
されていなかったりする心。そのため，このあとの検討には若子の推灘が混
じってしまうことが不可避である。この点留意していただきたい。
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(2) 審議の経過
上述のように 1935年 5丹3自に審議が開始された。その後の審議経過は
以下のようになるめ。
第 I閉会議 1935 年 5 月 3 日 ~513
問題点、についての意見交換
第 2閉会議 1935年 6月113~6 日
遺言相続，法定栂続，遺産分割，遺産に対する資任の問題について
第 3由会議 1936 年 1 月初日 ~26 臼
包括承継，共同相続人，遺言執行者，遺産管理人，法定相続，先位および後
位相続，相続証書，遺産に対する責任の問題等について議論
第4閉会議 1936 年 9 月 15 日 ~20 日
相続税，棺続閤復請求権等の問題について議論
第 5田会議 Iヲ37 年 2 月 25 日 ~27 臼
遺言の形式，遺言能力，遺言の解釈，非嫡出子の相続，遺留分，必然相続権
についての審議
第6沼会議 1937 年 7 Fl 3 日 ~5 日
についての最終審議，非矯出子の相続分，遺w1分等について審議。
第 7閉会議 1937年 10Fl 14 13~20 日
血族相続，配偶者相続権，共同相続，遺産分割等の問題について議論。
第8田会議 1ヲ37 年 10 月 27 日 ~28 13 
相続証書等の問題について議論
第9盟会議 1937 年 12 月ヲ日 ~ll 日
相続人の糞任等の問題について議論
第 10 密会議 1938 年 1 月初日 ~22 日
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非嫡出子の相続分，配偶者相続権，遺留分についての細かい開題について議論
第 11閉会議 1938年2月25日---3月1日
細かい問題についての議論
2 委員長ノ、インリツヒ・ランゲHeinrichLangeによる開催湊説
上述のように， 1935年 5丹3呂に審議が開始された。まずはじめに，全
体的な問題について概括的な審議が行われ，そこで、は，当然に法定相続分や
遺留分の開題も取り扱われた。
この相続法委員会の開催にあたり，委員長のランゲ教授は非常に長い議
説6)を行っている。この演説は，会議の進め方に始まり，この委員会で取り
扱うべき問題的ぞ総論的に，かつ網羅的に取り扱っているものであり， この
会議の方向性を明らかにするとともにその限界全示したものとなっている。
まず，はじめのこの演説を紹介・検討することから始めよう。
(1 ) 委員会の進め方
まず，ランゲは会議の基本的な立場について，以下のように述べる。すな
わち， r私は以下のように主張したい，すなわち委員会の任務は学簡約なも
のである， それは民族，領域Raumおよび時代からの解放という誤っ
た意味での学問的ではなし民族と提携および我々の指導者Fuhrerの理想、
との提携の意味での学詩的，である。J，と7)。ここでの，ランゲの主張を読
み取るのはそれほど思難なことではない。つまり，イデオロギー的lこ自由な
立場から議論をするのではなく，ナチズムのよに立って議論そしようという
主張であり，当時明らかにナチズムにシンパシーを抱いていたランゲが最も
声高に主張したいと考えていたことだからである。
しかし，それと問時に注目すべきは， r学関的j という言葉である。上述
のようにこのドイツ法アカデミーの主役は教授?こちであった。その教授7こち
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を中心に「学問的にj相続法の検討をするというのが，ランゲの期待してい
たことであった。そのため，彼は後に検討することになるが，見解の対立が
あっても，それを委員会の場で十分に議論して決着をはかろうとしており，
その際には必ずしも自己の見解を委員会に押しつけるようなことはしない。
い換えれば，委員会の結論とランゲの立場が異なることがあっても，彼は
告説にこだわるようなことはなし委員会の結論を素直に受け入れ，後には
それを擁護することまでしている。これを f学問的j と呼ぶのがふさわしい
かについては鰭蕗そ覚えるが，ランゲの lつの特徴として，後に登場するグ
スタブ・べーマー教授Prof.Gustav Boehmerと対比してみたいと思う。とも
あれ，委員会を f学問的に」進めると宜言して，問題点をすべて議論で解決
していこうとするランゲの進め方が， この委員会の議論を活発にし，ある意
味で実りあるものにしたことは事実であると思われる。ただし， ここで一言
述べておくべきは，それが最後まで葉徹されたかどうかについては疑開なし
としないということである約。
(2) 遺言椙続の優位に対する疑問
さて，ランゲは現行のドイツ民法典BGBの相続法には， どのような陪題
があると考えているのであろうか。まず，総論的な問題の指摘をみていくこ
とにしよう。ランゲの基本的立場はある意味で明確である。つまり， BGB 
の相続法は{儲人主義的なものjであるとする。これはローマ法と対比され
る意味でのドイツ法が念頭にあり，明らかにローマ法の影響下にある現行
BGBは，意思、の支記が法定相続に対し明確に罷位に立っていると主張する
のである。この点は，以前に検討した BGBの成立過程においても主張され
ていた点であり 9)，ある意味では BGBの成立過程においては明確な結論を
出すことなし伺となくばかした形で決着をつけた問題である。それをラ
ンゲは，ことさらに強調して問題とするのである。彼のいうところをみよ
う。すなわち，遺言椙続 r，こ対して法定相続は後退している。それは指導者
Fuhrerでもなく，模範でもなく，緊急時の救い手であり，補充でしかない。
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それは補充的な法規範にとどまっているc それはある被相続人の平均的な意
思{こ基づいて，この椙続人の推定される意思を探求する……。それは相続法
規範の始まりであり終わりでもある;というのも，それは義務に反する意思
も含めたすべての意思に対し譲歩するからである。J10)， と。ここでは，法
定指続が遺書のない場合について適用される点を?とらえて，まず，法定相続
が遺言がない場合に被栢続人の意思を推定して定められたものであるという
理解，つまりは相続においては被相続人の意思が決定的な役割ぞ果たすとい
う点を非難し，さらには，そのような意思が「義務に反するj場合であって
も，法定相続がそれに従属しなければならない点を非難しているのである。
このような，非難からランゲの基本的な立場を理解することは，それほどI!l
難ではないであろう。すなわち，ランゲは被相続人の意思とは加の要素に
よって栂読についてあらゆることが決定されることをケ望み，それは被椙続人
の「義務Jにかかわるということになろう。この「義務Jの内容をナここで明
確にすることはできないが，少なくともここでいえることは，その「義務j
は被栴続人の法定相続人に対する義務が含まれていることは確かであって，
そのような義務が存在するからこそ，本来被相続人の自由な意思の表明であ
る遺言{こ対する制約が可能になるということになるはずで、ある。このように
考えていけば，この議論が議終的には遺留分の問題にかかわるということに
なる。この点は後に遺留分について検討する際に留意すべき事柄であり，そ
こでの検認の際に再震この問題に立ち退りたいc
(3) 法定相続の問題点
上述のように，遺書相続と法定相続の関揺が，ランゲ]こよれば逆転して法
定相続の優伎を前提に構築されるのであるとすれば，彼のいうように相続法
の r!重点は法定相続にあるJ1ひという結論になる c そうであるべきにもかか
わらず，彼によれば現行の BGBにおいては， r意思、による棺続は膨大な数
の原則，解釈規則および補充的文言を付与されている。法定相続は，法の最
初の部分にぎりぎりの数で硬藍fとしいい加減に規定されている。J12) した
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がって，そのような不十分な法定相続の規定は， もっと補充されるべきもの
なのである。
では，遺言相続との関係とは別に法定相続そのものに開題はないのであろ
うか。この点についても，ランゲはいろいろな開題点を指摘している。まず
はじめに，無制担の血族法定棺続を認める現行 BGBの規定が批判の対象と
なる。すなわち， I配偶者の後あるいはいっしょに，際援のない血族の次か
ら次へと最も血縁の遠い者までの序列が続いている， したがって国家は，
遠い相続人の閤難な証明と無知によってのみ生きながらえているにすぎな
い。最後の血族の優位について，以前は不当にも家族の考え方に還元してき
た。J13) つまり彼によれば，無制摂の血族相続を認めることにより，盟庫の
相続がほとんど起こらなくなっている点を批判しているのである。彼によれ
ば，国康の相続が起こるのは，被相続人とはあまり接点のない血族椙続人
が，その血族であることを証明できないか，あるいは被相続人の死亡につい
て知らずに相続人として名乗り出てこないかのいずれかの場合にのみである
と考えているのである。このような主張の背景には，当然のことながら，よ
り国庫が相続する場合があっていいとの主猿がある。したがって，無限の血
族相続を家族の考え方に超国するように理解することは f不当Jであると考
えることになる。なぜならば，速い血族の相続を家族の考え方に起留させる
と，なぜ国家をそれより優先すべきかの説明が難しくなるからである。した
がって，速い血族の椙続と家族の考え方とをナ無関係と主張することで，国障
の相続への障害を取り除くことを考えているのであろう。では，家族の考え
方を相続においては無視することができるのか， という点が問題になるが，
それについては，彼はこのようにいう， I法定栢続は本質的に，血の結びつ
き，婚姻の結びつき，さらには共同体の結びつきに基づいている。我々はこ
こにおいても，血やジッぺの考え方を血族に無制限に栢続権を与えるような
濫用から保護し，新しいものを導入しなければならない。ジッぺの重要性は
理念にあり，実体的なものではない;その限界は共陪体に属している。
ジッぺの考え方は，私益のための議引事として{吏われるべきではない。し
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たがって我々は鼠族相続の制援を導入しなければならない。したがって，
我々は一般的相続権と扶養義務とを接近させるが，当然に同一視すべきでも
ない。扶養義務は生者の負担である;椙続権は死者から生者への無償の給付
である。しかしながら，相続権の離界は以下の場所に海在する，すなわち速
い血族への給付が幸運と考えられ，倫理的性格を欠くようなところである。
家族の考え方はここにおいて血の考え方に反して貫・散され，血族の範閤の制
限に立ち至らなければならない。J14) 彼によれば，法定棺続の本質は，鼠や
婚姻あるいは共肉体による結びつきにあるのであるが，それに基づいての無
制摂な相続権付与は，その考え方のi設用であるというのである。したがっ
て，血族相続を一定の騨摂におくことになるが，問題はその範囲ぞどれくら
いにするかである。 lつの立場として，それを扶養義務の範臨にすることが
示唆されるが，ランゲはそれをも否定する。その理由は，扶養義務が，当然
のことながら生きている者の間に成立するのに対し(死者に義務が存しないのは
E当然であろう)，指続は死者の財産をどのようにして承離させるかの問題で
あって，その点が異なるというのである。一応の理屈であるが，説得力がど
れだけあるかはちょっと疑わしい根拠である。それに対してランゲの立場
は，血族が招読するのが単なる幸運とは考えられずに，それなりの倫理的綴
拠がある場合であると，説明される。これも，いわゆる「笑う相続人jを念
頭においての発言であるといえようが，具体的にどのような線引きが可能で
あるかについては，あまりはっきりしないように思われる。
さらに，彼は，法定相続が様々な状況に対応したものとはなっていない点
宏指摘している。すなわち， r法定相続は，以下のようなことに記癒してい
ない，すなわち如何に樹々の事例がなっているのか，つまり相続人となる
がドイツ人であるのかあるいは他の祖先を有する者であるのか，その者が家
族共肉体に属する者であるのかあるいは被栢続人と会ったこともない者なの
か，その者が被椙続人と友好関認を持っていたのかあるいは敵対していたの
か，である。J15)基本的には，被相続人と法定相続人となる者との関保には
様々なものがあり，それを回定の法定指続分という形で一律に規定すること
13 
がよいのかどうかがここでは問題になっているように忠われる。一定の相続
分を規定すると，必ず登場する問題といってよいであろうが， しかし具体的
にどのようにするかは難しい問題である。ここでは，ランゲも具体的な方向
性合示していない。さて，ここで控目すべきは，そのような指嬬の中に，明
らかにユダヤ入問題を念頭においた部分があることである。すなわち，付日
続人となる者がドイツ人であるのかあるいは他の組先含有する者であるの
か」という部分である。わざわざこのように指摘しているということは，少
なくともランゲ、は相続人がドイツ人で、ある場合とそうでない場合(念頭にお
いているのは明らかにユダヤ人である場合であるが， もちろんそれ以外の外国人である場
合も含まれよう)で法定相続の取り扱いを異にすべきだと考えていることが推
離できょう。このように，明らかにナチズムの考え方にたった文章が持折自
につくのが，この持期のランゲの著書や論文の特徴となっており 16)，読む
に不快感そ与えずにはおかないが，看過するわけにはいかない点であろ
つc
(4) 生存配偶者の椙続援の問題
生存配偶者の問題は閤難な開題であるが，ランゲはこれを血族の考え方と
婚姻の考え方の衝突であるという理解をする。すなわち， I生存記偶者の相
続権は，我々に閤難をもたらし，血の考え方と婚婚の考え方の間，ジッぺと
家族の関の衝突そもたらす。婚姻は単なる 2人の個人の結合としてのみなら
ず， 2つのジッぺの生活の合致点，棺続されない婚姻の接点，そして相続さ
れる婚姻の合致点としての新たな法思想、であるように盟、われる。個々の家族
は発展の過程においてジッぺの考え方を後方に追いやった。我々は血の考え
方を主張しなければならないが，生存記偶者を後退させるようにすべきでも
ない。Jli)
このように， 2つの考え方がぶつかるわけであるが，ランゲは f血の考え
方J-a:軽視はしないものの， この部分では「婚娘の考え方jをより重視する
方向で考えているようである。その根拠は，あまり明躍であるとはいえない
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が，どうやら時代の発展舘向から，新しい考え方である「婚蝿の考え方jを
より重視する方向性が望ましいということになろうか。血の結びつきを非常
に重視するランゲの基本的立場から 18}，それを比較の問題ではあるものの
軽規するというのであるから，少なくともここでは明確にランゲも生存配持
者の霞j還を考えていることが理解できょう。
しかしながら，それだけで問題は終わらない。ランゲによれば，ここには
もっと重要な問題が溝んでいるという。すなわち， r遺産の破壊そもたらす
BGBの立場は，婚娘の意義にも血の考え方の意義にも反するものである。
我々はもはや家族財産の破壊に対する直近の血族の保護L 配偶者をその家
族に属する聞に強力に扶助することとを結合させなければならない。J19)， 
と。あまり明快ではないが，問題はこういうことである。すなわち，生孝子配
{得者を箆遇することはいいとしても，それによりいわゆる家族慰産の一体性
が破壊される可能性が消大することが問題だというのである。ここで念頭に
おかれているのは，後に明らかになるが，家族で代々受け継がれてきたよう
な財産であり，たとえば農地のようなものが考えられるが，それだけではな
いようである。例えば，家族で代々受け継がれてきたような家具のような物
もその中に含められていると理解すべきであろう。
この問題について，ランゲは以下のように考える c すなわち， rここでは
BGB(こより統一的に取り扱われている遺産の分解の問題が持ち出されるこ
とになる。まず第 lに財産の由来の問題である。ここでは様々な分類の可能
性がある。被相続人が稲続した家族財産，被椙続人が獲得した財産，婚描中
に獲得した財産を考慮、するだけでも，生存配儒者の権利を様々に構築する可
能性がある。 生存配偶者は共陪で獲得した財産について強力な権科を有して
いる，被相続人が獲得した財産についてはより弱い立場にあり，被相続人が
相続した家族対産についてはより弱い立場におかれる，至る所に分類可能性
があり，国難である j28)，と。ランゲによれば遺産の中にも様々な由来を持
つ財産があり，夫婦で共同lこ築き上げた財産や被棺続人摺人が得た財産，さ
らには被相続人が椙続して得た需産など様々であり，その慰産それぞれにつ
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いて，生存配偶者がどのような権利を持っかを考えることが可能だというの
である。たしかに，夫婦共同で築き上げた財産は，生存配偶者が棺続するの
にそれほど困難はないように思われるが，他方で、被相続人が相続によって得
た財産を生存配偶者が相続することには抵抗があるのであろう。しかしラン
ゲも認めているように，そのような分類はきりがないのであって，それを完
に行うことには無理がある。そのため，そのような分類を行い，それぞれ
について規定をおくことにはランゲは消極的なのであろう。
そこで，ランゲ、はいわゆる f相続される婚摺」と「相続されない婚姻Jの
それぞれの場合について21)，検討を?している。まず， r相続される婚摺」に
ついては以下のようにいう。 f相続される家族においては，たぶん国難は後
退するであろう。ここでは婚蝦に対する家族の考え方が強力に貫徹され，配
揮者が子に対して利用可能性に髄濃され，その死あるいは再婚までの利用可
能性が成立することが，家族の考え方に近いことになる;そこでは遺産はた
ぶん 1つの統一体にとどまるであろう。しかしながら，再婚においては，
様々な由来による崩壊という結果になる。J22) ここでは，あまり問題は大き
くないと考えられている。すなわち，生存寵偶者が原刻として遺産をその生
援にわたって使用し，その死後は子が棺続することで，遺産の一体性は保た
れることになると考えているようである。ここで，念頭におかれているのは
BGBの制定時にも大きな論点となった，生存配{偶者の用益権のような制度
の導入であろう。そのため，生存配偶者の再婚時にそれをどうするかがク
ローズアップされることになるわけである。
しかし，開題なのは， r栢続されない婚堀Jについてである。彼はいう，
「さらに菌難なのは，栢続されない婚期である。ここでは少なくとも受け継
がれてきた家族財産について家族構成員あるいは兄弟姉妹に対して相続が検
討されるべきである。しかしながらまた，おそらく土地について強力で動産
については弱体な共荷価値による財産の分認の問題がある。またここではす
ぐに潤難な分類の問題が登場する;遠い血族に対しては配偶者相続権が霊徹
されなければならない。ここで，産近の血族に先買権を認めるべきかという
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問題ぞ検討することができょう。世襲農地以外の財産に対して婚揺が速い血
に援先するようにしなければならない。戸)ランゲは，結論的には，家族財
産については，近しい血族が最擾先で，生存露出偶者がその次，最後に遠い血
族の順番で鐙先順位が定まることが望ましいと考えていることになる。なぜ
そのようにするのがいいのかについては特に述べられてはいないし，またそ
れを如何に実現するのかについても述べていない。続ー示唆されているの
が，家族財産についての藍近の血族の先買権という法律講成であるが，具体
的にどのような範関のものにどのような権利を与えるのかについては明確で
はない。
さらに，先取権Vorausの問題についても触れられている。彼はいう，
f我々は親やそれより速い血族とともにする場合に家事動産についての心遣
いを持っている。これは明らかに共同でなされてきた家事については正当で
適当である。栢続される婚姻の場合に，利用の考えを前面に出すことが可能
でないのかについて検討しなければならない。J24) ここではBGBの制定時
においては否定された，生存配揮者が被棺続人の卑属とともに相続する場合
での先取権の規定をおく可能性が示唆されている。その根拠としては，家事
動産について配偶者が髄先するのが正当であるという価値判断である。
最後に，血族招続の場面と荷様に，一定の栢続分が個々の事例に適合的か
という問題の指擁もある。すなわち， r配偶者相続権のみに関しては，一定
の緩和を有している。配偶者相続権についても稲続分は国定で確定的なもの
である。配偶者は，以下のような場合にも相続分と家具についての権利を有
している，すなわち，短い嬢掘においても長期間の婚蝿と悶じように， 1入
の子しかいない場合においても大勢の子がある場合と同じように，自日の財
産を所有している場合にも路頭に迷う場合と荷じように，家族財産について
も婚姻中に得た財産と間じように，そこにとどまる者にもでていく者と持じ
ように，である。J25) 
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(5) 遺留分の跨題
遺留分についての問題としては，まず遺留分減殺請求権を金銭信権の形に
しておくべきかという問題が指擁される。すなわち， r決定的で伺じように
i主l難な問題は明らかに，被相続人の意思の領域に法的規制や栢続権および分
割合及ぼすかという問題である。我々がみたように:遺留分権は有和で明快
な割合にしなければならない。しかしながら家族の考え方は物質的必然相続
権を要求し，被相続人の意思の次の世代の家族に対する義務の観念による制
援を要求する。J26) ランゲの主張する「家族の考え方jによれば単なる金銭
債権ではなく，実際に遺産の一部を遺留分権者に承継させること(これを物
質約必然相続権materiellesNoterbrechtと呼ぶ)を実現すべきだという結論になる
というのである。これが被相続人の義務の一部を構成することになるのであ
ろう。つまりは，家族財産を家族に承継させるという義務である。後の検討
を先取りしていえば，この点、に関して後にランゲとベーマ-Boehmerが激
しく論争することになる。
さらに遺留分権者の範囲については，以下のようにいう，すなわち， r荏
近の家族構成員の範囲は，扶義義務によって決定される;単なる兄弟姉妹を
取り込み得るし，相続権のランクに基づいて考慮することができる。J2ilこ
こでは，彼は扶養義務によって遺額分権者の範題全定めることを主張してい
る。法定相続についての議論L 整合性があるのかについて疑問なしとしな
いが，その点、については明確な説明はない。とにかくランゲはこの点に関し
ては，遺留分権者の拡大を検討すべきだと考えていることになる。しかしな
がら，おそらくその割合は多様なものが考えられているようであり，具体的
によって遺留分を異なったものにすることが考えられているようであ
る。すなわち， rしかしながら，ここでも財産規範が重大な困難を招来す
る。被相続人の地位は互いに異なる。もたらされた家族慰産は獲得財産より
も制限される。おそらく家族構成員の扶助のある場合とない場合とで異なる
ことになる。真の家族構成員とそうでない者とでも異なることになる j28}，
とc
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ナチス期における法定格続分および逃際分の己主lE論議(1)
(6) 小結
以上簡単に，ランゲの関龍演説の内容を検討してきたが，この時点でのラ
ンゲの見解は，被相続人の義務の存在を根拠とする大前提としての法定相続
の優先，血の考え方をZ重視はするものの被相続人から速い長民族の椙続人から
の排捨，さらには生存記偶者の優通，最後に家族財産の一体性の維持などの
基本的な考え方から， BGBの改正念考えていくということにまとめられる
であろう。次にこのようなランゲの意見表明な受けた棺続法委員会が， どの
ようにそれぞれの問題について議論し， どのような改正の方向を示したのか
を検討することにしよう。
3 血族椙続についての審議
(1) 1935年5月3日の会議
先に検討したランゲによる開催演説が行われた自であるが，この自にさっ
そく血族相続についての意見交換がなされた。とはいえ，この問題が取り扱
われたのは会議の最後になってからであって，実質的な議論は行われていな
い。へーデマン教授掛から，法定棺続の問題は非常に間難な問題で時間が
かかるだろう。一番難しい問題は，配偶者と血族との関係全どのようにする
かである， という指摘がなされ，それに呼応するような形で，議長のランゲ
教授から，この問題は明自に取り扱おうという発音があり，この日の会議は
終了している 30)。
(2) 1935年 5.Fl4Bの会議
そのため，本格的な審議が行われたのはこの日ということになる。まず，
委員長のランゲ教授から，血族相続の制隈の問題が持ち出され，多くの委員
がこれに間意して，会議の雰臨気は一気に血族相続の制捜に鎮いた。そのた
め，ランゲは，その方法などうするのかについての議論に移ろうとした。ラ
ンゲの考えは血族相続を制限して，器庫が相続する場面を増やそうというも
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のであった。
それに対して， グェノレナー ・ブオー ゲノレス WernerVOgelS31)から，血族相
続を無制限にすると，遺産がたいていはアメリカにいる知らない血族にいっ
てしまうので問題だという発替がなされるが，関時に懸念も表明される。す
なわち， 35年前に我々の先輩が割った BGB~改正するのがいいのかどうか
はよくわからない。少なくともこのような重大なことを 10分程度の議論で
決定することはよくない， と32)。
これに対L，ランゲ、は，このようなことを開題とすることこそが重要で
あって， BGBは尊霊するが，今はナチズムによる完全に新しい基礎のもと
で，それを検討すべき時である， と述べて審議をさらに継続すること
した。その後は，血族相続の髄痕の範囲をどれくらいするのかについての議
論に移り，ゲプレーラー博士Dr.Gfrorerから，財産の分割iは経済的に好ま
しくないので，制限の必要があるが，実務経験からいえば，相続をきっく
制限しないほうがいい， という意見が出された。また，参事官キューネ博士
Ministerialrat Dr. Kuhneからいわゆる f笑う相続人の問題」は，倫理上問
題がある，というのも，被相続人と伺らの関係も持たない者が，幸運により
財産を取得することになるのであって，むしろ民族にその財産がいくほうが
ナチス的見解に合致するというべきである。つまりは現行の制度は，全然民
族的な制度ではない， という意見が出され，それに向調する形で，ランゲか
ら，国庫の相続は，毘庫が共肉体の代表者であるという観点から考えるべき
だ， という意見が出されたりしたが，議論は再び血族棺続の制限をするのか
に戻った。
そこで，シュトノレ教授3めから，血族相続の制摂に賛成する立場から以下
のような意見が出されている。すなわち，家族相続の根拠としては，血の考
え方と家族で財産を形成したという 2つの根拠があり，一方で、国庫の相続権
の根拠は，閣による保護のおかげで財産を形成することができたというもの
が考えられる。そのため，血族桔続を一定のところで制限し，その後は国が
相続するのが正当で、ある， と。これに対してジーパ-Siber教授からは，闇
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ナチス期における法定相続分および透磁分の改正論議(1)
庫の栢続により慎重な立場から，第3パレンテーノレおよび桂父母が生存して
いるならば，まずその者に毘益権を与えその後に国庫が相続するのがよい，
との見解が出され，それに陪識するように，ラント裁判所長ゼーンゲン博士
Landgerichtsprasident Dr. Sohngenから，経験からいえば，第4パレンテー
ノレを排験するのがよい， その理由として，第4パレンテーノレよりは国の一般
的利益のほうが重要であると考えられるからであるとした。以上のように，
議論は錯綜し，結局は結論を先送りすることとなった34)。
ここで，詮意しておくべきは，血族棺続の輔自主の問題が，盟庫の相続の範
額を拡大することと連動して考えられていることである。つまりは，原則と
して血族が相続をするのは関然のことであり，それについて特にその根誕や
機能を議論することはまったくといってよいほどきれないが，臨療が棺続す
る場面を増大させる居的で，血族穏続の制限が議論されるのである。さらに
このときには，生存寵偶者の相続がまったく議論に登場しないことも注話さ
れるべきであろう。
(3) 1935年10F.l1 B ~6 日の委員会
この問題が再度審議されたのが， 1935年 10月1日""6自の相続法委員会
である。この時期の相続法委員会については詳細な記録が残されていないの
で，残念ながらここではその結果のみを検討せざるを得ないc ともあれ，前
の委員会と含めて決定されたことは以下のような内容である。すなわち，
a) 法定相続は，恋意的な相続権の模範と基準とにならなければならな
し、。
b) 民族共悶体は，遠い血族よりも被椙続人に近しい存在なのであって，
速い血族が富家より箆先して相続人となるのは正当で、もなく，共用体に
かなうものでもないc
c) 法定相続の限界は第3パレンテーノレまでとする。生存している曾祖父
母ぞ完全な相続人とするか，あるいは国家に対する用益権者まで後退さ
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せるか，あるいはそもそも相続人としないか，必要な場合に閤家に対し
て遺産から扶養されるようにするか，については議論がある。第2およ
び第3パレンテーノレにおいても，完全なパレンテーノレ制を維持するのか
どうかについても議論があった。
d) これらの血族の次に帝国を相続人とする。
e) 速い血族主子被相続人は遺書で相続人にできるか， という問題について
は，被棺続人からその様践を奪っておきながら，気に入った第三者会相
続人にできるというのは不当で、あり，せっかく法定相続を制限した意味
がなくなってしまうので，制限が必要である。しかし，その方法につい
ては独民 138条の活用あるいは相続税の活用かで議論があった。 35)
また，特に血族相続の制限に関しては，以下のような報告も残されてい
る。これは 10月2日の会議についての報告の一部であるが，すなわち， r法
定相続について，マーノレブノレクのべーマー教授が話をした。彼は法定血族相
続の制痕を要求した。この提案，すなわちベルリン外国私法および国際私法
研究所のケメラー博士 GerichtsassessorsDr. v. Caemmぽぽの詳縮な比較法
的研究により支持された提案，は一般に間意を得た。ただ制限の程度につい
て見解が少々分かれた。国家は速い卑属の地位を?占めるべきである。被相続
人の権利を高権の効果によって，没収の形式によるのか私法的に得るのかに
ついては議論があった。実際的な結果はここでも本質的に見解の一致合み
た。J36) 
以上の記録からは，血族棺続の制限については，以前の委員会と同様に多
くの賛成を得，ただしその範潤についてはいまだ結論をみない状況であるこ
とがうかがえよう。
なお， ここでのベーマー教授の報告の内容は残されていない。後に書かれ
た文書によれば， このときベーマー教授は，血族相続の範国を第 3パレン
テーノレまでとする提案をしたようである。ただし，その理由については明確
な記録が残されていない到。ともあれ， この提案が採用されたのであるか
フ
ナチス郊における法定相続分および逃留分の改正論議(1)
ら，相続法委員会としても，血族相続の範囲は第 Iパレンテーノレから第3パ
レンテーノレまでということになったわけである。
(4) ベーマー教授の見解
さて，ここでいささか脇道に逸れることになるが，法定相続分についての
グスタブ・ベーマ-Gustav Boehmer教授の見解をまとめておくことにしよ
れというのも，後に検討する相続法委員会の第2報告書が刊行された直
後の時期に，ベーマーも自身の見解そまとめた著書「法定相続の新規定の
ための提案(民法典 1924条から 1936条)J 38)令Schriftender Akademie fur 
Deutsches Rec訟というドイツ法アカデミーの叢書の 1閣として刊行してい
るからである。
(a) 総論
ベーマー教授の基本的な立場は，家族財産の重視である c 彼によれば，家
族共肉体内で一体的に使用されてきた財産がその統一を崩すことなし次の
段代の家族に承継されていくことが，相続の望ましい形態である。そのた
め， BGBにおける無制限の血族相続は，彼にとって ましい立法ではな
いということになる。というのも，無謀の鼠族相続を認めることは，遺産の
細分fヒをもたらすこととほぼ向義であって，そのような遺産の紹分化は，家
族需産の一体的な承継とはまったく相容れないものであるからである。ベー
マーはこのような立場から，無制限の血族椙続は非ドイツ的であり，非ナチ
ズム的だ3ヲ)と表現する。では，その臨界はどこにあるというのか。彼はい
う，家族の扶助の義務による就業欲の刺激と相続人による生業の継続への期
待は，自ずとその眼界を見いだす，すなわちそのような家族の結合惑のない
ところ，法的あるいは倫理的に家族の扶助義務の存しないところ，あるいは
文化活動のさらなる継続に遊合しないところ，である40)，e.o 結馬は，血
族より狭い範践の f家族Jによって張界とすることがここでは考えられてい
る。その「家族J(こ属しない者については，たとえその者が被相続人の唯一
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の血絞であろうとも，相続人とすることができないという。では，その相続
人とならない者の扶助はどうするのか。ベーマーはいう，その眼界の外測で
は社会的共間体が血族に代わってその役割を引き受けるのである。つまりこ
の問題は扶養ではなく，社会保欝の開題であると考えているのである。さら
にベーマーは，すでに家族の扶助も国家がその役識を担ってきているという
認識を?示している。
さて， このように一般論では痕界付けをすることが説明されるが，呉体的
にはどのように限界を決定するのであろうか。さすがにこれについて，具体
的な基準を示すことはできないようであって，べーマーもどこに棺続の限界
を見いだすかは関難な問題であり，結局は目的適合性で判新する他はない，
と述べるだけである。
(b) 法定血族相続について
ベーマー教授の法定相続の理解は，以下のようになる。すなわち， i法定
相続は，関民経済的に重要あるいは文化的に{図鑑ある統一体営形成する財
産，あるいは家族史的な掠統に特別の意義を与える財産ぞ用意し，従来の担
い手の死に際して後継者にそれを分配し，彼らの手にある子の財産により彼
らの{壬務そ遂行することを期待させ得るものである oJ41) このような説明
は，我が留の家替相続~思い起こさせる。もちろん，家督相続の説明として
ふさわしいものとはいえないが，基本的な発想、は向ーであるといってよいで
あろう。事実，ベーマーはこの考え方に基づいて，営業や農業は一体で承継
されるのが国民経済にかなう，であるとか，芸術3あるいは学問的収集，家族
あるいはジッぺの歴史において重要な物は 1人の者に承継されるほうが望ま
しい， と述べている。とはいえ，ベーマーもさすがに家督相続全将来の相続
形態として望ましいものであると主張しているわけではない。例えば，上述
の法定相続の理解では，生存記偶者の相続については，説明することが不可
能になっているといえるが， この点については生存配偶者にまったく相続分
がないというわけにはいかないとしているし，さらには栢続人平等の原則か
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ら，原則的には子は需等に取り扱われるべきであるとも主張している。
では，べーマーは法定棺続をどのように構築するのが妥当で、あると考えて
いるのか9 ベーマーは，様々に検討した結果，結局は現行のパレンテー/レ斜
を維持し， 1:こだ輯続人の範留を限定し，さらに相続分を変更することが望ま
しいとしている。
相続人の範囲をどこまでに制援すべきか。まず，第 lパレンテーノレについ
ては，伺の開題もないとして，改正の必要を認めない。次に，第2パレン
テー ノレについても， こと相続人の範閣に含まれるのか否かについては，問題
は指摘されておらず，当然のことと考えられている G これらについては，そ
の理由についてすら述べられていない。第3パレンテールであるが，祖父母
およびその子さらにはその孫までは，従来関様に相続人となるべきである
が，それ以降の者については相続人とならないようにすべきだと主張されて
いる。つまりは，第 3パレンテーノレ内では，まず祖父母が，次に叔父叔母
が，そしてその次に従兄弟が相続人となる可能性があるが，そこまでに罷め
るべきであって，従兄弟の子以下の者l対日続人とするべきではないというこ
とになる。これは，遺産の細分化守懸念した結果であって，実態としても従
兄弟悶士で相続することはよくあることであり，血族の結びつきという点で
も妥当であるが，従兄弟の卑属が棺続人となるのは民族意識の点からも妥当
でなく，むしろ国家が相続人になるほうが望ましいというのがその理由であ
る42)。ただい若干謹雑なのは，ベーマー教授が被相続人よりも先に死亡
した従兄弟についての代襲相続を認めている点である。これにより，従兄弟
の卑属が代襲相続人として，相続をすることはベーマーも認めていることに
なる。このように考えると，より正確には，ベーマーは従兄弟が誰もいない
事態になって初めて，器家が相続をすることになる， ということになろう。
さて， それ以上のパレンテーノレについてはどうするのか。これについて
ベーマーは完全に血族椴続から排捺している。すなわち，そのような者が相
続人として開題となる場合には， ドイツ帝国が椙続人となるというのであ
る制。結局は，ベーマーも血族相続の制限をして，結果として国庫の相続
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権の確立を正当と考えたのである。
以上のようなベーマーの見解が相続法委員会でそのまま表明されたのかど
うかは不明であるが，基本的には向じような見解が主張されたものと推測す
ることができょう。
(5) 第2報告書の内容
以上のような審議を経て，先に紹介したランゲ名義の第2報告書が作成さ
れた。血族相続に関する内容は以下の通りである。
(a) 総論
まず、はじめに強調されているのは，法定相続の遺雷相続に対する擾先であ
る。まず， i被相続人の意思の支配は，恋意的な相続効巣の明確な優位につ
ながる。J4りとして，遺言椙読の擾先をしている BGBを攻撃し， i度を超し
た被相続人の支記に対して，義務の観念および血，家族そして共同体の結び
つきは，法定相続を主張するJ-15)と述べj宣言椙続と法定相続の優先)1境位の逆
転守主張する。その結果として， i相続法の革新の重要点は，法定相続の形
成である。それは救護者ないし代役の地位から解放し，怒意的な相続法の模
範ないし指導者に発展させなければならなしづめ)という。このように必ずし
も遺言相続を否定するものではないのであるが，法定相続が遺言栴続の模範
となる。ということは，その摸範に反するよう はその効力を失うこと
になるということにつながっていくのである 9 まさにこのような発想で遺言
法は考えられている初。
では，そのような法定相続はどのような基礎の上に構築されるべきもので
あるのか，第 2 はいう，すなわち， i法定相続は，血，婚姻および民
族共間体の結びつきに基づくものであるoJ制したがって， BGBとは異な
り，被相続人の推定される意思などはもはや基準としては侭の役割も果たさ
ないことになる制c 逆にいえば，そのように考えるからこそ，遺書の効力
に対して裁判所が介入する余地が存在するということになろう。
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このように，法定相続を新たに構築し， i法定棺続が，それと結びついた
民族や法感情との合致営より実現するようになれば，より終意処分が後方に
退くことになる。J50)つまりは，法定相続を民族の法感靖に合致させるよう
に構築できれば，遺書が減るであろうとの予測をしているのである。
(b) パレンテーノレ制
まず，パレンテーノレ制は維持される。というのも， i法定血族椙続は，血
の考え方に基づき，被指続人と{間々の血族との{隆々の結びつきに基づくもの
ではない，一般的な経験に基づき， fl節々の特別な事慣に基づくものではな
いJ51)からである。つまり，法定血族相続は， t皮らのいう f血の考え方Jに
のみ基づいて，舗々の事情を考慮したものではない， ということになる。つ
まりは飽々の事情を度外視して，血の繋がりの重視という立場で考えられて
いるということなのであろう。その結果として， i栢続法委員会は，まず第
2および第3パレンテーノレの半血の血族は，同じパレンテーノレの金取の兄弟
姉妹に劣後し，その次のパレンテーノレに属する者とともに初めて椙続するこ
とを提案する oJ 52) つまり，血の繋がりを重視する立場からは，調親を興じ
くする者よりも，片殺のみを同じくする者が劣後して取り扱われ，その結
果，片親のみを関じくする者は次)1麗控のパレンテールと開じ取り扱いを受け
る，つまりは，両親を持じくする者およびその卑属がまったくいないときに
初めて片殺のみを悶じくする者が相続人となるということである c これは，
日本ともちょっと異なる血の繋がりの重視の仕方である。このように独特の
方法での血の繋がりの重複というのが，この第 2報告書の特徴の 1つとなっ
ている。これがいわゆるナチズムに基づくものといえるのかどうかについて
は，現在のところ結論を出すことができないが， ともあれ，今までにない特
邑ということだけはいえよう。
(c) 第 1パレンテー ノレ
被相続人の卑属であるが，これらの者が椙続人となることについては，第
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フ においても，何ら問題とされていない。被棺続人が子の中で生き続
げるという家族の自然な構造に合致する53)というのがその根拠である。
Cd) 第2パレンテーノレ
被相続人の両親およびその卑属であるが，これらの者についても相続人と
なることは何ら開題とされていない。 BGBの立場は「正当J5-1)なのである。
ただ，なぜ両親が相続人となるのかについては，若干論じられている。すな
わち，被相続人の財産は，親に由来しているのだ， という議論に対し，必ず
しもそうとはいえず，むしろ被相続人が自分自身で財産を築き上げることも
よくあることだとしてこれを苔定する刻。そうであれば，両親が棺続人と
なる理由が陪題とならざるを得ないが，これに対し第2報告書は，親の扶養
Versorgungが大事56)なのであるとする。しかし，仮に親の扶養を罷先的に
考えるとすれば，被椙続人が若くして死亡し，年老いた両親が遺される場合
喜子考えてみれば明らかなように，扶養を重視すればするほど，遺産をすべて
親に承継させるほうが妥当なのではないかということになる到。そうなれ
ば，当然に配偶者相続権をどうするか， という問題，つまり親密擾先する
のか生存記偶者~擾先するのかということが問題にならざるを得ない58) 。
しかし基本的には，遺産は古い世代よりも若い世代に与えるほうが「経済
的J59)なのであり，さらには婚婚の結びつきは，被相続人と予との結びつき
と間等ではあるが，被相続人と第2パレンテーノレの血族との結びつきはそれ
ほど強力なものではないと考えられるからであるとする。したがって， r遺
産会体を親あるいは兄弟姉妹およびその子孫にのみ割り当てる必要性にも理
由にも反対するj耐ということになる。
(e) 第 3パレンテーノレ
第3パレンテーノレに属する者が法定相続人となることも，特に異論は述べ
られていない。第2報告書が理由とするのは多くの外国法が認めている61)
という点である。したがって， r将来の法は，相続法委員会の見解では，
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BGBの解決を維持すべきである J62)ということになる。
(f) 第4パレンテーノレ以降
これらの者については，第2報告書においては，印族相続の項では論じら
れていないc 血族招続ではなく，盟療の相続を論ずる壌でこの問題が取り扱
われている。委員会の議論でもそうであったが，これらの者については，闇
庫の相続との関係が重要視されていることが， この報告書の体裁だけをみて
も理解されよう。
さて， その結論は， f将来の法は，第4パレンテーノレに相続権を与えるべ
きでない。J63)というものである G では，その環由はいかなるところにある
のか。これについて第2報告書で一番重損されているのは， f家族共間体」
という考え方である。すなわち， f張父母のパレンテーノレがいまだ一定の家
族共陪関保を持っとしても，普通は曾犠父母のパレンテーノレの血族はその共
関関保を失っているなのであり，むしろ遠い血族よりも民族共同体のほ
うが被相続人に近しい65)，ということになる c さらに， fいずれにせよナチ
ズムの法理論は，古いドイツ法において，家族の相続権が限られていたこと
に基づくことができょう。相続権は家族共同体に基づく J66)のである。ま
た，実際にも，裁判所等は遠い血族の謹索に無駄に努力しているのである
し，さらには外留法も血族相続を制限している6i)というような理由もあっ
て，第4パレンテーノレ以持の血旗の椙続権は否定され，むしろ留障が相続す
ることが望ましいとされる。ここで登場するのが，いかにもナチズム的な考
え方であり， f血族がいないのであれば，出家あるいは関家を身体化した人
物ないしは機関が法定相続人となる。ある民族において共間利益の支記念主
張するならば，霞!家の相続権がまた血族が存在するときも肯定される。j と
いう発想、である68)。
ただ，そのように考えるとしても，曾祖父母を相続人としなくてよいのか
という問題が残ることになる c ここでも念頭におかれているのは，被桔続人
死亡後における曾祖父母の生活をどのように維持するのか，という考慮であ
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る。これに対して第2報告書は，以下のようにいう，すなわち，曾担父母が
相続人となった後にそれほど長生きするわけではなくる9)，それほど大きな
問題とはならない， しそのうえで， 2つの議論について反論を加える。す
なわち，曾強父母に生涯にわたり遺産に対する用益権全与えたらどうかとい
う見解に対して，仮にそのようにするとしても，遺産の所有権は国家に属す
るようにしたほうがよいとし，さらに，遺産に対する扶養請求権全考えたら
どうかという見解に対しては，そのような語求権であればむしろ遺産そのも
のではなし閣に対して請求するほうが望ましいとしてm，両者の見解に
ついて反対するのである。
(g) 小結
以上の検討から特徴的な点をまとめておこう。棺続法委員会は親，祖父
母，曾担父母のそれぞれについて扶養の観点から問題を考えている。つまり
は家族財産合親，裡父母，曾祖父母に承継させるのが望ましいという判断で
はないことに注目すべきである。このように考えることによって，特に曾祖
父母の棺続権の否定が導き出された点は，特に注目される。発想、の根源は，
国庫の相続権の強化であったが，さすがにその根拠では，曾祖父母の棺続権
の否定金導くことは関難と考えられたのであろう。その結果として，扶養の
観点という，従来は配偶者にのみ考えられてきた観点をここで持ち出して正
当化しているわけである。このような正当化が後にどのような影響を与える
のかについては，後の時代を検討する際に詳述することになろうが，ここで
して注意を喚起しておきたい。
ちなみに，国庫の相続権の強化はナチズムの考え方に基づくとは必ずしも
いいがたいように思われる。すでに第 1次世界大戦の前におそらく将来の戦
争のためであろうが，策勝整備のため国療を豊かにする目的で国療の相続権
を強化することがまじめに議論されていたのである71)。
j主
1) Prof. Heinrich Lange. 1900年3月25B (ニライブチッヒで生まれ，第1次世界大
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戦{こ従箪の後{こ(この従箪による功綴により 1939年に十字賞を授与されている)，
1919年から 1922年にかけてライブチッヒ大学で法学ぞ修め， 1922年に第 l次国家
試験を rgutJの成績で突破し， 3年間の実務修若手を緩て 1925年2月15B tこ第2次
国家試毅{こ合格した。さらには，修潔中{こ惑いた論文により 1925年 5月 28B (こ
ジーパー教授(ハインリツヒ・ジーパー教授針。f.Heinrich 5iberは， 1870年 4月 10
日ストラー/レズント 5tralsund生まれ。当特ライブチッヒ大学のローマ法および民
法の教授。)の下で法学博士の学位制等た。その後， 1930年に教授資格諮求総文 f古
典時代の所有権移転構成要件における盟系的基喜楽 Daskausale Element im Tatbe-
stand der klassischen EigentumstraditionJによち教授資格制尋た。その直前の 1929
年4月1日にナチス党lこ入党している。これは比絞約王手い時期の入党といえよう。
その後は，裁判官としての活動とザクセンの国民教育省Volksbildungsministerium
で大学担当13Hochschulreferentとしての活動とを王子行して行い， 1934年 4Fl 1白
からプレスラク大学法学部の教授に就任している c つまりは，この委員会のさ当時lこ
はお援の若き教授であったわけである c その後， 193ヲ年にミュンへン大学教授に
転出し，終戦を迎える。終戦後は 1945年 10月9B {こミュンヘン大学ぞ箆免された
後， しばらく弁護士として活動し， 1948年から 1951年にかけてはパンベルク留学…
神学大学derphilosophisch-teologischen Hochschule Bambergで教壊に立ち， 1951 
王手にザールブリュッケン大学教授となち， そして 1953年からはグユ/レツプノレク大学
教授として 1967年の定年まで勤めた。 1977年9月 17B {こシュタ/レンベルク 5tarn同
bergで死去した。
なお，このランゲ教授の履僚に認しては，ランゲ教授についての包括的なおそら
く唯一の検討であろうと感われる WilhelmWolf， Vom alten zum neuen Privat-
recht. Das konzept der normgestutzten Kollekti、'ierungin den zivilrechtlichen Ar-
beiten Heinrich Langes (1900-1977)， 1ヲ98，5.15-93.を主として参考lこしたc ただ
し， この本の著者であるグオノレブ博士が議室主のためにランゲー教授の唯一の相続人で
ある米亡人に援激主主試みたが，有益な資料金明らかにしてもらえなかったとのこと
であるc さらにはランゲ教授の怠子にも語会したがあまり有益な資料が入手できな
かったようである c そのため，グオルブ博士も駿歴について推測しているように，
履援に際らず有設な資料がいまだ鳴らかになっていない可能性がある。残念なが
ら， そのような資料がそもそも容在するのか， {，出こ存在するとしてそれがどのよう
な内容のものであるのかについては，いつの日lこか明らかになることをナ祈るのみで
ある。 Vgl.Wolf，孔a.O. 5.15 Anmerkung 1.なお，ランゲ教授の緩援については，
広主主溶'dr二人のハンリッヒ-ナチス私法学i研究ノートj社会科学研究 33巻5
号 81:&(1981年)および広渡消忍?法律からの白痴と逃避J(日本評論社， 1986 
年)内「人名索引・人物直接伝J31:&以下も参照c
2) 1. Denkschrift: Das Recht der Testaments， 1937， 1325.; 
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2. Denkschrift: Die Ordnllng der gesetzlichen Erbfolge， 1938， 275 S.; 
3. Denkschrift: Die Regelllng der Erbenhaftllng， 1939， 228 S.; 
4. Denkschrift: Ervγεrb， Sicherung llnd Abwicklllng der Erbschaft， 1940， 335 S.; 
5. Denkschrift: Erbeinsetzllng， andere Zmγendllngen llnd Erbschein， 1942， 358 S 
の5つである。
3) Die Ordnllng der gesetzlichen Erbfolge， 2.Denkschrift des Erbrechtsallsschllsses 
der Akademie fur Delltschens Recht， Arbeitsberichte dεr Ak昌demiefur Delltsches 
Recht herausgegenen von dem Prasidenten der Akademie fur Deutsches Recht 
Reichsminister Dr. Hans Frank Nr. I， 1938. 
4) 残っている記録を集めたのが， Werner Schubert et.al. (hrag.)， Akademie fur Deut-
sches Recht 1933-1945 Protokolle der Ausschusse， Band I1， 8， Erbrechtausschus 
und Allsschus fur Schadenserzatzrecht (Nachtrag)， 1996である。以下，本稿では，
Werner Schubert， Erbrechtausschusで引用する。
5) なお，この審議経過そのものについても，記録が完全ではないために，完全に正
確とはいえない可能性がある点に留意していただきたい。
6) この演説は， Werner Schubert， Erbrechtausschus， S.12 f.の1935年 5月3Bの委
員会の議事録に記録されているが，これとほぼ向文のものが HeinrichLange， Ge-
meinschaftsgebundenes Erbrecht. Einleitender Vortrag des Vorsitzenden zur Eroff-
nllngssitzung des Erbrechtsausscusses am 3. j¥iai 1935.， JbAkDR， 1935， S.6-22.にも
掲殺されている。
7) Werner Schllbert， Erbrechtallsschus， S.14 
8) この点、についての詳細は，後の立法の模索の段階について検討する別稿において
主として問題としたい。
め たとえば，ギーノレケの向様な批判lこっき拙稿「ドイツ民法典(BG引における法
定栂続分および遺留分規定の成立過程(3)J潟山法学 30巻3・4合併号 36Ji (2007 
年)参照。
10) Werner Schubert， Erbrechtallsschus， S.16. 
11) Werner Schubert， Erbrechtausschus， S.19 
12) Werner Schubert， a.a. O. 
13) Werner Schllbert， a.a. O. 
14) Werner Schllbert， Erbrechtausschus， S.19-20 
15) "¥へ1erner Schubert， Erbrechtausschus， S.16-i. 
16) いちいち指摘しないが，例えばHeinrichLange， Die Entwicklung der Wissenscha仕
vom burgerlichen Recht seit 1933. Eine Privatrechtsgeschichite der nellesten Zeit， 
1941， S.3-4 Anmerkllng 1や S.4Anmεrkung 4，5，6にみられるユダヤ人の著警の引
用方法など，である。
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17) Werner Schubert， Erbrechtausschus， S.20. 
18) というよりむしろナチズム約な発想からといったほうがいいのかもしれない。
19) ¥γerner Schubert， a.a. O. 
20) Werner Schubert， a.a. O. 
21) この区別については錦繍 fドイツ民法典(BGB)における法定相続分および遺留
分規定の成立過程 (1)J詩雪山法学30巻 1号47]'[)主68(2006年)参照。
22) Werner Schubert， a.a.O. 
23) ¥;九rerner Schubert， Erbrechtausschus， S.20-1. 
24) Werner Schubert， Erbrechtausschus， S.21. 
25) Werner Schubert， Erbrechtausschus， S.17. 
26) Werner Schubert， Erbrechtausschus， S.23. 
27) いiernerSchubert， a.a. O. 
28) ¥;へrerner Schubert， ErbrechtausschuE， S.23. 
29) Hedemann教授については，広渡清吾・総掲?法律からの自由と逃避J3]'[以下
を参照。この本によれば，へーデマン教授は，この後民族法典編纂の中心人物とな
ち， ドイツ法アカデミー内で活援することになる(広渡・前掲謬383夏以下参照)0
30) Werner Schubert， ErbrechtausschuE， S.43-4. 
31) Werner Vogels. 1888年生まれ。 1914年{こ第2次試験lこ合格後検祭'g(こ。[![後lこ
第 1次役界大戦lこ従主答。戦後，検察?ぎに後燥した後， 1守30年まで占領地域に隠する
帝E罰委長となり， 1ヲ30年からは帝国主立法省の民法担当部局に勤務していた。 1939年
にナチス党党箆になる 3 その後 1ヲ必至手3)'Hこ等放で死亡c 後にみるように， このあ
との民法改正の司法省側の中心人物の i人となるo 以上の履歴につき， Vgl. Werner 
Schubert (Hrsg.)， Ausschus fur Personerト， VereinトundSchuldrecht. 1934-1936， 
1990， S.82-3. 
32) Werner Schubert， Erbrechtausschus， S.54-5. 
33) Prof. Heinrich Stol. 1891年生まれ。ベノレリン， フライブノレク， ミュンヘンそし
てハイデ/レベルクの各大学で法学をと修めた後， 1923年lこハイデjレベノレクにおいて大
学教授資格を取得し，ブライブ/レク大学の員外教授を?緩て，チューピンゲン大学の
教授となった。 1937年6Jヨに死亡。以上の履授につき， Vgl. Werner Schubert 
(Hausg.)， Ausschus fur Personen-， Vereins-und Schuldrecht. 1934-1ヲ36，1ヲ90，
S.80.なお，広渡清吾・前掲『法律からの自由と逃避j内「人名索引・人物絡伝j
54頁， [湾 f二人のハンリッヒ-rナチス私法学i研究ノートj社会科学研究33巻5
号 72]'[以下 (1981年)も参照。
34) Bericht uber die Sitzungen vom 3. -5.5.1935 (Berlin) und vom 1. -6.10.1ヲ35
( Oberschreiberh誌u)aus dem Arbeitsbericht Nr.9/10 S. 14-23 (Heimliche Testa-
mente und Testamentsrecht， Gesetzliche Erbfolge und deren Begrenzung. Stellung 
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des Fiskus als gesetzlicher Erbe)， inVγ己rner5chubert， Erbrechtausschus， 5.5. 
35) 以上の決定内容については， V gl.Bericht uber die 5itzungen vom 3. -5.5. 1935 
(Berlin)むndvom 1. 6.10.1935 (Oberschreiberhau) aus dem Arbeitsbericht 
Nr. 91105.14-23 (Heimliche Testamente und Testamentsrecht， Gesetzliche Erbfolge 
llnd deren Begrenzung. 5tellllng des Fiskus als gesetzlicher Erbe)， inVヘrerner 5chu-
bert， Erbrechtausschus， 5.8-9 
36) Bericht uber die 2. Arbeitstagung vom 1. -6.10.1935 in Oberschreiberhau 
(ZADR 1935， 5.883)， inWerner 5chubert， Erbrechtausschus， 5.61. 
37) この点につき， Vgl， Gust呂vBoehmer， Vorschlage fur die Gestaltung der gesetzli-
chen Erbfolgeordnung (Januar 1936)， inBericht uber die 2八rbeitstagungvom 1 
6.10.1935 in Oberschreiberhau (ZADR 1935，5.883)， inWerner 5chubert， Erbrecht-
司USSChll仏5.531.
38) Gustav Boehmer， Vorschlage zur Neuordnung der gesetzlichen Erbfolge (BGB 
SS 1924-1936)， 5chriften der Akademie fur Deutsches Recht， Nr. 5， Berlin， 1938. 
3ヲ) Boehmer， a.a. 0.5.12-3. 
40) Boehmer， a.a.O. 5.14. 
41) Boehmer， a.a. 0.5.50. 
42) Boehmer， a.a. O. 5.73 
43) Boehmer， a.a. O. 5.93. 
44) 第 2報告審5.1
45) 第 2事長25・3雪5.19.
46) 第 2報告議5.4
47) このような考えは，相続法委長会の第 1報告審である DasRecht der Testaments， 
1ヲ37，5.5にも明確に述べられている。まずこ，同様な立場から， 1938年lこはi立言法が
成立している。
48) 第2報告審5.4.
49) r法定椙統{ま，被穏続人の鼠，家族および民族の結びつきに袋づくものであり，推
定される被紹絞人の好窓に姦づくものではないのである。J(第2報告書'f5.20) 
50) 第 2報告書5.21.
51) 第 2報告窓5.26.
52) 第 2報告警5.29
53) 第 2報告審5.42.
54) 第 2報告書5.45
55) 第2報告審5.46
56) 第 2報告謬5.47.
57) 第2報告言きではALRがそのような立場だと説明されている， Vgl. I!， 2 S491 ALR; 
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ナチス綴における法定相続分および滋留分の改正論議(1)
第 2報告書S.48
58) 第2報告議S.48.
59) 第 2報告書S.46.
60) 第 2報告書iS.49-50. 
61) 第 2報告謬S.51.
62) 第2報径三塁S.53.
63) 第2報告審S.55.(潔文はゲシュベルト)。
64) 第 2報告言JS‘56.
65) 第 2幸宣告議S.56.
66) 第 2李誌を告書S.57.
67) 第 2報告議S.57-8
68) 第2報告書S.55-6
69) 第2報告書}S. 58. 
70) 第2報告三議 S.59
71) 議会における議論については， vVerner Schubert， Erbrechtallsschus， S.XIX 以下が
有益な探鏡石ケ与えてくれる。さらには，第 1次役界大戦前{こ司法省参事官であった
へ/レメス博士による築家も残されている (Dr.j. Hermes， Der Gesetzentwllrf uber 
das Erbrecht des Staates， 1913.)。この草案においては，相続傍j始時{こ被羽目続人と隠
居していた者に劣後ずる形で国療が総統人となることが主張されている。
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